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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

第１４回ICT導入協議会資料（抜粋）

令和4年2月28日開催
第14回ICT導入協議会資料より抜粋

https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/constplan/sosei_constplan_tk_000031.html
※第１４回ICT導入協議会資料 掲載場所
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平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
令和５年度
（予定）

i-Constructionに関する工種拡大

○国交省では、ＩＣＴの活用のための基準類を拡充してきており、構造物工へのICT活用を推進。
○今後、中小建設業がICTを活用しやすくなるように小規模工事への更なる適用拡大を検討

ICT土工

ICT舗装工（平成29年度：アスファルト舗装、平成30年度：コンクリート舗装）

ICT浚渫工（河川）

ICT地盤改良工（令和元年度：浅層・中層混合処理、令和２年度：深層混合処理）

ICT浚渫工（港湾）

ICT法面工（令和元年度：吹付工、令和２年度：吹付法枠工）

ICT付帯構造物設置工

ICT舗装工（修繕工）

ICT基礎工・ブロック据付工（港湾）

ICT構造物工
（橋梁上部）（基礎工）

ICT構造物工 （橋脚・橋台）

ICT路盤工

ICT海上地盤改良工（床掘工・置換工）

民間等の要望も踏まえ更なる工種拡大

小規模工事へ拡大
（床堀工、小規模土工）
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ICT構造物工
（函渠工等）

小規模工事の
適用拡大



〇機械施工に小型MGバックホウを活用
〇現場状況により施工方法を選択

〇出来形・出来高計測はRTKGNSSやTS等による
断面管理を標準
〇面管理を行う場合はTLSなどの従来面管理手法に加え、
モバイル端末を活用可能

断面管理

RTKGNSSやTS等による出来形管理

面管理

モバイル端末

自動追尾型TS等を活用した
小型MGバックホウ

GNSSを活用した小型MGバックホウ

適用範囲

■ICT土工

ICTﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾛｰﾗ型）
山積1.4m3

ICTﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾛｰﾗ型）
山積0.8m3

ICT(MG)ﾊﾞｯｸﾎｳ
(ｸﾛｰﾗ型）山積0.45m3

土量(m3)

5万

１万

0.1万

■ICT床堀工

0

ICT(MG)

ﾊﾞｯｸﾎｳ
(ｸﾛｰﾗ型)

山積
0.45m3

ICT

ﾊﾞｯｸﾎｳ
(ｸﾛｰﾗ型)

山積0.8m3

平均施工幅(m)

土量(m3)

2m

未満

1m

未満

■ICT小規模土工

土量(m3)

平均施工幅(m)1m

未満
２m

未満

100

200

ICT(MG)ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾛｰﾗ型）山積0.28m3

ICT(MG)ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾛｰﾗ型）山積0.13m3

施工フロー （土工）

0 0
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業
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出

埋
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し
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フローで囲みがないものは
従来手法を想定
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■ICT法面工

ICTﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾛｰﾗ型）
山積0.8m3

ICT(MG)ﾊﾞｯｸﾎｳ
(ｸﾛｰﾗ型）山積0.45m3

土量
(m3)

0.1万

0

1,000m3未満の施工に
小型バックホウを適用

平均施工幅2m未満の施工に
拡大

土工量100m3未満や施工幅1m

未満の施工に拡大

1,000m3未満の法面整形
作業において、小型バック
ホウを適用

ICT

小規模土工
にて対応

ICT土工（小規模施工）・床堀工・小規模土工・法面工[新規]

○中小建設業が施工する現場は比較的小規模な現場が多いため、小規模な現場に対応したICT施工の導入が求め
られている。
○都市部や市街地などの狭小現場でも小型のマシンガイダンス（MG）技術搭載バックホウを使うことでICT施工を可
能とするＩＣＴ実施要領等を策定。
○ ICT施工により、丁張作業を行うことなく作業が行えるため、土工作業全体の迅速化、現場の補助員削減による安
全性の向上等が期待できる。
○ ICT土工・床掘工・小規模土工・法面工における出来形管理は、衛星測位（RTKGNSS）やトータルステーション
（TS）等を活用した断面管理を標準とし、市販のモバイル端末を活用した面管理も活用可能とする。



小規模現場に対応したＩＣＴの活用

○起工測量から電子納品の一部の段階で3次元データ活用を選択することが可能で
あり、１点の加点とする。
※3次元設計データ作成、ICT建設機械の施工、 3次元データの納品での活用は
必須(3次元出来形管理は必須な工種のみ)

○モバイル端末等により出来形計測(面計測)を行った場合は、更に１点の加点
※従来の面計測技術も含まれます。

3次元設計データ
作成

ICT建設機械に
よる施工

(小型MGバックホウ)

【ICT活用工事】

選択可能な項目

○起工測量から電子納品までの全ての段階で3次元データ活用を必須としていたが、一部の段階

で3次元データ活用を選択することが可能

○出来形管理については、普及促進を図るため断面管理とし、面計測を実施する場合は導入が容

易なモバイル端末を活用した出来形管理を追加導入

○起工測量から電子納品までの全ての段階で
3次元データ活用を必須

3次元起工測量
3次元設計データ等

の納品
3次元出来形管理等の施工管理

（断面管理を標準※１）

【小規模現場に対応したＩＣＴの活用】

必須項目

※１床掘工等で出来形管理が必要ない場合は必須項目から除外する

＜参考＞【簡易型ICT活用工事（３次元データの部分的活用】

3次元設計データ
作成

ICT建設機械に
よる施工

3次元起工測量 3次元データの納品3次元出来形管理等の施工管理

【小規模現場に対応したＩＣＴの活用】

※面管理、断面管理のいずれも選択可

○起工測量から電子納品の一部の段階で3次元データ活用を選択することが可能で
あり、１点の加点とする。
※ただし、3次元設計データ作成、3次元出来形管理等の施工管理及び3次元
データの納品での活用は必須

＜参考＞【簡易型ICT活用工事（３次元データの部分的活用】
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ＩＣT基準類改訂
赤字：追加箇所

工種 出来形管理要領（案） Ｒ４年度追加

土工編

地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案）
空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工編）（案） 等対地高度撮影手法の追加

ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理の出来形管理要領（土工編）（案）
ＴＳ（ノンプリズム方式）を用いた出来形管理要領（土工編）（案）
ＲＴＫ－ＧＮＳＳを用いた出来形管理要領（土工編）（案）

無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案）

地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案）

施工履歴データを用いた出来形管理要領（土工編）（案） ICTローラの追加

地上写真測量（動画撮影型）を用いた出来形管理要領（土工編）（仮称）（案） 要領追加

舗装工編

地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案）

ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理の出来形管理要領（舗装工事編）（案）

ＴＳ（ノンプリズム方式）を用いた出来形管理の出来形管理要領（舗装工事編）（案）

地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案）

路面切削工編 施工履歴データを用いた出来形管理要領（路面切削工事編）（案） ステレオ写真測量の追加

河川浚渫工編
音響測深機器を用いた出来形管理要領（河川浚渫工事編）（案）
施工履歴データを用いた出来形管理要領（河川浚渫工事編）（案）

護岸工編

空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（護岸工編）（案） 等対地高度撮影手法の追加

地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（護岸工編）（案）

地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（護岸工編）（案）

無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（護岸工編）（案）

ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理の出来形管理要領（護岸工編）（案）

表層安定処理等・
固結工（中層混合処理）編

施工履歴データを用いた出来形管理要領（表層安定処理等・中層地盤改良工編）（案）

固結工（スラリー撹拌工）編 施工履歴データを用いた出来形管理要領（固結工（スラリー撹拌工）編）（案）

法面工

空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（法面工編）（案） 等対地高度撮影手法の追加

地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（法面工編）（案）

地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（法面工編）（案）

ＴＳ（ノンプリズム方式）を用いた出来形管理要領（法面工編）（案）

ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理の出来形管理要領（法面工編）（案）

ＲＴＫ－ＧＮＳＳを用いた出来形管理要領（法面工編）（案）

トンネル工 ＴＳ（ノンプリズム方式）を用いた出来形管理要領（トンネル工編）（案）

PC擁壁工

空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（PC擁壁工編）（案）

新規策定

地上写真測量（動画撮影型）を用いた出来形管理要領（PC擁壁工編）（仮称）（案）

地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（PC擁壁工編）（案）

地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（PC擁壁工編）（案）

ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理の出来形管理要領（PC擁壁工編）（案）

基礎工
（矢板、既製杭工、場所打ち杭工）

地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（基礎工編）（案）

新規策定地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（基礎工編）（案）

ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理の出来形管理要領（基礎工編）（案）

軽量盛土工の追加



提出書類の簡素化

ICT施工を現場に導入する場合、工事関係書類を作成するが、必要とする書類が多く、施工者
の負担になっている状況である。
必要となる提出書類を精査し、簡素化を図ることで施工管理全体の省力化を図る

ICT施工導入から5年が経過し、導入当初は書面で確認が必要な書類について、webで確認で

きるもの、簡素化できるものなどがあり、施工者の負担軽減の観点から、提出書類の簡素化を
図るものとする。

ソフトウェアのカタログ
レーザースキャナーを用いた出来形管理
ソフトウェア

LSを用いた出来形管理要領（土工編）に対

応しています。

3次元座標点群データ

②点群処理ソフトウェア
・点群データの合成
・点群データのフィルタリング

③出来形管理用ＲＳソフトウェア

①レーザースキャナー本体

基準点座標
データ

出来形管理資料

出来形計測結果
（ＴＩＮファイル）

出来形管理データ
（設計と出来形の差）

④出来形帳票作成ソフトウェア
ＴＳ出来形管理用の基本設計データ
利用・変換しても良い。
曲線部などの補完に留意すること

③３次元設計データ作成ソフトウェア

３次元設計データ

⑤出来高算出ソフトウェア

メーカカタログあるいはソフ
トウェア仕様書

メーカHPで確認できるこ
とから不要。
使用するソフトウェア名
称のみ記載する

簡素化

3次元設計データチェックシートがあればチェックした
ことが確認できるため、チェックシートのみを作成し、
チェック入りの図面は不要とする

3次元設計データチェックシート
チェック入り図面

不要
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書類の簡素化に関しては、来年度も継続して省力化の検討を実施する。



項 目 計上項目 積算方法

① 3次元起工測量
共通仮設費

見積徴収 に
よる積上げ② 3次元設計データ作成

(現行）

○ ICT施工に伴う３次元起工測量、３次元設計データ作成の積算について、原則として見積徴収による積上げ
としているが、見積の妥当性を判断するにあたり参考となる見積り参考資料を令和２年度に作成
○ 施工現場の実態にあわせ、見積り参考資料の算定式を改定

３D起工測量費用（単位：万円）

土工量（単位：ｍ３）
土工量（単位：ｍ３）

３D設計データ作成
費用（単位：万円）

土工量 １，０００ｍ３ 起工測量費用 ９７万円 ３次元設計データ作成費用 ６８万円
土工量 ５，０００ｍ３ 起工測量費用 １２３万円 ３次元設計データ作成費用 ８４万円
土工量 １０，０００ｍ３ 起工測量費用 １３４万円 ３次元設計データ作成費用 ９１万円
土工量 ３０，０００ｍ３ 起工測量費用 １５２万円 ３次元設計データ作成費用 １０２万円

算定式による見積費用

①ドローン等による３次元測量 ②３次元測量データによる設
計・施工計画

共通仮設費
（技術管理費）

共通仮設費
（技術管理費）

現場ごとに見積り 現場ごとに見積り

y = 16.355ln(x) - 16.303
y = 9.9959ln(x) - 0.6977
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ＩＣＴ施工の見積参考資料の策定



民間電子基準点の活用

衛星測位による計測 光波による計測

RTK-GNSS

（民間電子基準点A,B級）

RTK-GNSS
（VRS方式）

RTK-GNSS TS・TS等（自動追尾式）

民間電子基準点（A,B級）からの
補正データ配信

電子基準点（国土地理院：1300か箇
所）を利用した仮想基準点の計算と
補正データ配信

基準点の現場設置 基準点からの直接計測

移動局（未知点）基地局（既知点）

ＧＮＳＳ

仮想基準点データの生成

仮想基準点

電子基準点

電子基準点

電子基準点

移動局（測位位置）

国土地理院

データ配信業者

GNSS

移動局（測位位置）

民間電子基準点

R4追加

国土地理院ではＲ２より民間電子基準点の認定を実施している。Ａ級，Ｂ級の民間電子基準点につ
いてはＩＣＴ施工に必要な精度を満たしていることから、ＩＣＴ活用工事においても活用を図ることとする
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総則の用語集に、民間電子基準点に関しての説明を追記する。



■システムの概要

ITC施工に関する普及促進と人材育成を目的に、e-ラーニングシステムを構
築。
本学習システムは、建設現場におけるＩＣＴ施工の流れや技術的な基礎知識
について、学習できるプログラムとなっている。
URL; http://www.ictc-e-learning.qsr.mlit.go.jp/ (九州地整ＨＰ）

■教材構成

章番号 章名

1 i-Constructionの概要とICT施工

2 ICT施工導入による変化

3 衛星測位

4
３次元測量技術①

～概要と無人航空機（UAV）空中写真測量について～

5

３次元測量技術②

～レーザースキャナーを用いた測量と

トータルステーション（TS）を用いた測量～

6 ３次元設計技術

7 ICT建機の施工技術①  ～ICT建機の概要～

8 ICT建機の施工技術②  ～ICT建機と導入メリット～

9 3次元出来形計測技術

10 3次元データの検査・納品

11 ICT施工のまとめ

ICT施工初心者を対象とし、ICT施工の概要から各施工ステップに
ついて学習可能な教材構成（全11章・87科目）

■教材の特徴

・1科目あたり、2～3分程度の動画と小テストで構成。
・動画は進行役のナビゲーターの案内から始まり、イラストや実写動画の映像、
ナレーション、テキストなどを組み合わせた構成。
・各動画終了後には小テストを実施。
・ユーザー登録を行うため、学習状況が保存され、継続的な学習が可能。
・全ての科目の受講が終了したら受講証明書を発行。

※動画再生時間３時間３２分
・CPDS認定プログラム（登録番号 １０１）
・CPD申請可能

▼学習システム

▼教材映像

▼受講証明書（イメージ）

ＩＣＴ施工におけるｅラーニングの実施

進行役のナビゲーターがご案内

▼小テスト
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地方公共団体へのＩＣＴ施工普及に向けた取組

・人材・組織
アドバイザー相談窓口の設立
・ICT施工技術支援者
「県技術センター等の職員」を想定

支援

〇ＩＣＴ施工技術支援者育成取組 （Ｒ２～ ）
・中小建設業におけるICT施工の普及促進にむけて、ICT施工の指導・助言が行える人材・組織を全国各地に育成

＜中小建設業における課題＞
・ＩＣＴ施工に踏み出せない企業が多い
・ＩＣＴ施工に対応できる技術者不足
・ＩＣＴ施工の技術者指導体制がまだまだ不足

＜ICT施工の専門知識を習得＞

・ＩＣＴを活用した施工計画の立案や運用の課題について、
座学や実現場を用いた教育・訓練

★国交省がＩＣＴ専門家を県へ派遣し、「人材・組織の育成」の実施をサポート

●R4からの取組について

○ 各地方整備局において、中小建設業へのICT施工普及に向け独自にアドバイザー制度を創設

○ ICT施工を行うには、施工の各プロセスにおいて、デジタルデータの取り扱いなど専門的な知識・技
能の習得が必要であり、体系化付けた教育体制の構築が求められている。

○ 民間等による人材育成プログラムを有効活用しつつ、産官学一体となったICT施工技術者の育成体
制を構築。なお講習内容、運営体制について、R4年度から制度設計を行う。

○ 単にICT施工を実施できるだけではなく、工事全体のマネジメントを行い建設現場における生産性向
上を実施できる技術者の育成を目指す。

11

●R3年度の対象自治体について

自治体職員等が、ICT施工に関する知見を習得し、自治体自ら中小建設業へのICT施工の普及活動を行う意欲の
ある自治体
（支援内容）
・他県独自の取組みの情報共有や意見交換会の実施
・ＩＣＴ施工普及活動の体制作り及び講習会のサポート
講習会のカリキュラム作成やテキスト作成

○R3対象自治体（６自治体）
北海道、福島県、埼玉県、香川県、大分県、沖縄県



ICT建設機械認定制度の導入

○ICT施工の中小企業等への普及を加速させるため、従来の建設機械に後付けで装着する機器を
含め必要な機能等を有する建設機械※を認定する制度を令和4年度より開始

○認定を受けた機械は、精度確認試験の資料提出を不要とするなど書類作成の簡素化を可能とし、
その活用を支援
※ICT建設機械には、建設機械に後付けすることにより、ICT施工が可能となる装置（以下、「後付け装置」という）及び、後付け装置を装着した建設機械を含む

■主なＩＣＴ建設機械

ICT振動ローラ ICTﾓｰﾀｸﾞﾚｰﾀﾞ

ICT建機認定イメージ

【ICT建機認定イメージ】

ICT後付け機器認定イメージ

ICTブルドーザICTバックホウ
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申請

国土交通省

事務局

省内委員
会

公共事業
企画調整
課長

公表

H
P

で
公
表

性
能
・
コ
ス
ト
の
優
れ
た

機
械
を
活
用

活用

型式認定

表示

ic
o

n

マ
ー
ク
表
示

製造者及び保有
者はiconマーク及
び登録番号を表示

●●-●●●●

建
機
・測
器
・レ
ン
タ
ル
メ
ー
カ
等

が認定項目(案)（型式認定）

※型式認定を受けた機械については精度確認試験の記録・提出の簡素化を可能とする。

■認定フロー

メーカ名 開発メーカ名称

機種名 バックホウ、ブルドーザ、振動ﾛｰﾗ等の機種名

型式 建設機械の型式

仕様 バケット容量、ブレード幅、ローラ幅など

定格出力(KW) 原動機又は原動機の定格出力

測位方式 建設機械の測位方式

測位精度（cｍ） 水平精度、高さ精度、測位サイクル（HZ)

機械質量(kg) 標準装備品一式を装備し実作業可能な状態での質量

販売年月(西暦) 販売開始年月（西暦）

年間出荷台数 販売からの累計出荷台数

標準価格(万円） 標準付属品を装備した国内の標準価格

■認定・届出項目

●●-●●●●



APIを活用した施工現場のデータ連携円滑化
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◯ ICT活用工事では、様々なﾒｰｶｰの機器やｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝが利用されており、異なるﾒｰｶｰ間での円滑な
データ連携が困難となっている。

◯ そこで、最低限の発注者ﾆｰｽﾞに対応したAPI仕様を策定することにより、ICT活用工事を通じて生成
される様々なﾃﾞｰﾀについてﾒｰｶｰの垣根を超えた連携を実現し 、ICT活用工事の仕様に応じたﾃﾞｰﾀ
処理に限らず、様々なﾕｰｽｹｰｽでそのﾃﾞｰﾀを活用することを目指す。

地形
ﾃﾞｰﾀ

SMS

API

施工ﾃﾞｰﾀ
ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ

最低限の発注者ﾆｰｽﾞ
に応じたﾃﾞｰﾀ

VIS

API API

重機管理
ｻｰﾊﾞ

As-built

ｻｰﾊﾞ
As-built

ｻｰﾊﾞ 重機管理
ｻｰﾊﾞ

API

API
API

測器A 測器B

重機C 重機D

燃費・稼働
時間等

ﾌﾟﾗｯﾄ
ﾌｫｰﾑ
（国）

ｱﾌﾟﾘｹｰ
ｼｮﾝ

監督検査等の発注者ﾆｰｽﾞに沿ったﾃﾞﾞｰﾀ
処理を行う民間のｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽ

ICT建機

ICT建機

API

ICT施工に関わるAPI連携の対象（案）
API連携の活用例

（異なるｼｽﾃﾑ間におけるAs-builtﾃﾞｰﾀの共有）

API API

施工ﾃﾞｰﾀﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ

測器A

重機C

測器B

重機D

システム A

民間企業等の
ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ

ICT建機① ICT建機②

As-builtﾃﾞｰﾀ②As-builtﾃﾞｰﾀ①

AS-builtﾃﾞｰﾀ②

As-builtﾃﾞｰﾀ①

API

API

施工ﾃﾞｰﾀの監督
検査等への活用

施工ﾃﾞｰﾀ
蓄積・連携

施工ﾃﾞｰﾀ
取得

施工ﾃﾞｰﾀ
活用

As-builtﾃﾞｰﾀの統合

出来形検査

数量認定

※Site Management System

（機械を使用する施工業者側
などの施工現場システム）

※Vender Integration System
（測量機器、母機メーカなど施
工結果地形データな どのネット
配信側）のシステム）

国際標準化の対象
（ISO15143-4）

燃費・稼働
時間等

システム B

As-builtデータ：施工中に得られる地形データ
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

関東DX・i-Construction人材育成センター取組状況
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■建設技術展示館 ＜民間企業や一般・学生向け＞

＜主な実施メニュー＞

➢ 民間企業や一般・学生向けのBIM/CIM体験
やインフラDX体験

➢ BIM/CIM(VR、MR、UAV等含)の先進的な
設備を利用し、工事安全や高所作業体験等、
民間企業の研修等に活用

➢ BIM/CIM・ICTの活用事例や効果に関わる技
術をタブレットを用いて情報提供 等 DXパーク

■研修棟・現場実証フィールド

・多くの研修参加を実現するためのWeb受講プログラムの実施
・研修参加者は、Webによる視聴および意見交換を実施
・研修内容は一定期間繰り返し視聴可能とする（アーカイブ化）
・実技研修についても、Web参加者も疑似体験可能とする効率的なカリキュラム
を検討

＜主な実施メニュー＞

➢ BIM/CIM活用促進に向けた研修・人材育成

➢ ICT測量・施工の体験実習

➢ VR・ARを活用した、完成後の建設物の再現やバックホウ、
高所などの施工体験

➢ ローカル5G通信を活用した現場実証フィールドでのICT
建機を用いた無人化施工実習

➢ ホログラム表示(MR)を用いた出来形管理実習(土工)

➢ DXに資するデータやデジタル技術に関する基礎知識、
情報セキュリティ等の習熟 等

＜国や地方公共団体の行政職員、民間技術者向け＞

Web受講、eラーニング等の活用 〜いつでも、どこでも受けられる研修を実現〜

無人化施工実習のイメージ 研修室

ローカル5G通信 ３D-CAD用高性能PC

現場実証フィールド
（ICT施工・無人化施工・５G設備）

関東DX・i-Construction
人材育成センター （研修棟）

建設技術展示館
（建設技術の展示・体験）
～ ＤＸパーク ～

○ インフラ分野のDX推進に向けた人材育成を目的として、地方公共団体を含む発注者及び民間技術者に対する
BIM/CIM活用やICT施工普及促進、 データ/デジタル技術の知識習熟等に関する研修・講習を実施。

○ 民間企業等の最新の建設技術を展示する建設技術展示館（関東技術事務所に併設）や関東DXルームとも
連携し、上記に関連する情報発信を実施。

関東ＤＸ・i-Construction人材育成センターの概要
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活動項目 令和３年度の取組状況

発注者向け研修
【延べ655名参加】

・BIM/CIM研修（入門：3回、初級：3回、実践：3回）Web受講として実施
・i-Construction研修（基礎：2回、実践：2回）Web受講として実施
・デジタル技術研修（ﾃﾞｰﾀ/ﾃﾞｼﾞﾀﾙ技術基礎：1回、情報ｾｷｭﾘﾃｨ：1回）Web受講として実施
※研修のWeb配信として、関東DXルームからも講義実施（ブランチ機能として活用）
※VDI（仮想デスクトップ）を用いて、3D-CADの操作実習をWebで実施

民間技術者向け講習
【延べ2,178名参加】

・ICT計測、施工Webセミナー（ICT計測：延べ3日、ICT施工：延べ4日）として実施
・無人化施工Webセミナー（１日）として実施
※Webセミナーとして実施することにより、延べ２,１７８名（一部発注者含む）の参加登録

DXパーク
【延べ377名参加】

・建設技術展示館内のDXパークでは、レーザースキャナーを用いた３次元体験などを実施

ICT導入効果検証
【延べ250名参加】

・現場実証フィールドでは、小規模工事におけるICT導入効果の検証を実施

その他

・関東DXルームでは、外部と職員の参加による官民連携勉強会を実施
・「ICT施工eラーニング」（九州地整作成サイト）をICT施工HPにて公表
・受発注者共通のBIM/CIM研修テキスト、動画コンテンツを作成し、BIM/CIMポータル
サイトにて公表

【関東ＤＸ・i-Construction人材育成センター】 令和３年度活動報告（１／３）
関東地方整備局

⚫ 発注者（地方公共団体含む）に対するBIM/CIM、i-Construction、デジタル技術の研修を実施。
⚫ 民間技術者に対するICT施工等の普及促進を目的とした講習を実施。
⚫ 建設技術展示館（DXパーク）や関東DXルームとも連携し、上記に関連する情報発信を実施。
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関東地方整備局

17

●BIM/CIM研修（入門編、初級編、実践編）【対象】国土交通省・地方公共団体職員
・内容：入門編 BIM/CIMを活用する意義や、国土交通省に

おけるBIM/CIMの取組状況などの講義を行
いました。

初級編 BIM/CIMの活用目的や活用することによる
有効性等について講義を行いました。

実践編 仮想デスクトップを活用し、BIM/CIMソフ
トウェアの演習を主体とした実践的な講義
を行いました。

・実施：入門編 R3.5/21:44名、9/13:64名、10/25:43名 計151名
初級編 R3.7/14:32名、9/22:49名、11/9:46名 計127名
実践編 R3.6/24~25:16名、9/30~10/1:15名、11/29~11/30:15名 計46名

実践編でＶＲ・ＡＲ機器体験
受講者へは体験の様子を配信

●i-Construction研修（基礎編、実践編）【対象】国土交通省・地方公共団体職員
・内容：基礎編 ICT活用工事の基礎的な知識習得のため

測量・設計・施工・監督検査までの各
プロセスについて、講義を行いました。

実践編 ICT施工における工事検査時の留意点や
ICT施工技術の概要、監督・検査のポイ
ントなどについて、講義を行いました。

・実施：基礎編 R3.5/25:74名、10/13:91名 計165名
実践編 R3.5/31:46名、10/20:73名 計119名

●デジタル技術研修【対象】国土交通省職員
①データ/デジタル技術基礎研修
・内容：データ（3D、画像、映像等）とデジタル技術

（AI、5G等）の基礎的な知識を習得し、システ
ム構築や管理に活用できるよう、講義を行いま
した。

・実施：R3.11/11:26名

②情報セキュリティ研修
・内容：最新の情報セキュリティの習得により適切シス

テム管理に活用できるよう講義を行いました。
・実施：R3.11/25:21名

オンライン研修の様子

令和３年度の研修・講習は、全てオンラインで実施

【関東ＤＸ・i-Construction人材育成センター】 令和３年度活動報告（２／３）

関東地方整備局では、ＩＣＴ施工に関する人材を育成するため、関東ＤＸ・i-
Construction人材育成センターからＷｅｂセミナーを実施しました。今年度は、合計
４回（８日間）開催し、総計２,１００名を超える皆様にご参加いただきました。

属性別申し込み割合では、７９．３％が民間会社からの申込みとなっています。
また、地域の制限を設けなかった事もあり、３１都府県から申込みがありました。

令和３年度に開催した「ＩＣＴ施工Ｗｅｂセミナー」の実施結果



関東地方整備局

DXパークを開設！ ～インフラDX技術体験～ 小規模工事を模したICT施工技術の導入効果検証

【関東ＤＸ・i-Construction人材育成センター】 令和３年度活動報告（３／３）

～ DXパークの活動報告 ～

令和3年8月に建設技術展示館内に開設しました“DXパーク”では、開設～

令和4年2月末までに24団体377名の方にインフラDX技術を体験して頂き
ました。

体験者の感想
・三次元化データ操作の説明を聞き、将来の現場への導入が目に見えた。
・レーザースキャナーを体験することで、より理解が深まりました。
・写真や参考書だけでは伝わらない内容を現物で聞けたり見たりすること

で、勉強になった。

関東技術事務所内の建設技術展示館にインフラＤＸ技術を体験出来る｢ＤＸ
パーク｣を開設しました。

①レーザ－スキャナ－体験 ②三次元化データの操作体験（イメージ） ③ＶＲ体験（イメージ）

■体験メニュー

BIM/CIMモデルによる設計検討の事例
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【関東ＤＸ・i-Construction人材育成センター】令和４年度活動方針（案） （１／２）
関東地方整備局

取組分野 活動項目 令和４年度の取組予定

研修・講習

DXの取組共有

・一般研修（DX関係ではない研修）において、DXの目的、関東地整
本局の体制、各事務所での取組などを紹介
（DXの目的、取組などを幅広い職員で共有し、関東地整全体として
の取組を推進）

受講方法の工夫

・対面研修とWeb受講を合わせたハイブリッド方式による研修を実施
・ICT機材及び５G環境を用いた研修を実施
・現場実証フィールドからのライブ映像配信も検討
・令和３年度講義等の映像をアーカイブ化し、いつでも視聴出来る環
境を構築

研修内容の充実
・関東地方整備局インフラDX推進本部の幹事会・WGと連携し、意見・
要望等を反映

研修対象者の拡大
(デジタル技術研修)

・Web受講を活用して研修の対象者を拡大
（DXのベースとなるデータ/デジタル技術や情報セキュリティについて、
より多くの職員が知見を持つことが重要）

⚫ 令和３年度の取組に加え、研修・講習受講機会の拡大、カリキュラムの更なる充実を図る。
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取組分野 活動項目 令和４年度の取組予定

Webセミナー セミナー内容の充実

・セミナー講師の拡充
１．令和３年度認定されたＩＣＴアドバイザーを含めた講師募集
２．他地整との連携による、トップランナーへの講師依頼
３．無人化施工に関する先進的企業への講師依頼
４．インフラ分野のDXにおける先進的取組事務所、企業等への講師
依頼

建設技術展示館

ＤＸパーク
提供コンテンツの充実

・DXの取組テーマと連携したコンテンツの充実
１．関東地整本局や各事務所にて作成されたコンテンツの提供
（関東地方整備局インフラDX推進本部の幹事会・WGと連携）

２．展示館出展者に対する提供コンテンツ募集

技術発表会・講演会
の開催

・インフラ分野のＤＸに関する情報発信として、関連技術・事例等の発表
会・講演会を開催
（関東地方整備局インフラDX推進本部の幹事会・WGと連携）

【関東ＤＸ・i-Construction人材育成センター】令和４年度活動方針（案） （２／２）

⚫ ＢＩＭ/ＣＩＭ・インフラＤＸ幹事会及びｉ-Construction幹事会と連携し、最新技術の導入に関わる
セミナー開催・情報発信などDX推進のニ－ズを踏まえた活動を実施する。

関東地方整備局
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